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〇
内
閣
府
令
第
五
十
号

人
事
記
録
の
記
載
事
項
等
に
関
す
る
政
令
（
昭
和
四
十

一
年
政
令
第
十
一
号
）
第
六
条
の
規
定
に
基
づ
き
、
人
事

記
録
の
記
載
事
項
等
に
関
す
る
内
閣
府
令
の
一
部
を
改
正

す
る
内
閣
府
令
を
次
の
よ
う
に
定
め
る
。

平
成
十
九
年
七
月
三
十
一
日

内
閣
総
理
大
臣

安
倍

晋
三

人
事
記
録
の
記
載
事
項
等
に
関
す
る
内
閣
府
令
の

一
部
を
改
正
す
る
内
閣
府
令

人
事
記
録
の
記
載
事
項
等
に
関
す
る
内
閣
府
令
（
昭
和

四
十
一
年
総
理
府
令
第
二
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改

正
す
る
。

第
一
条
第
三
項
第
一
号
中
「
第
十
四
条
」
を
「
第
十
一

条
」
に
、「
又
は
人
事
院
規
則
一
九
e

〇
（
職
員
の
育
児
休

業
等
）
第
十
二
条
各
号
」
を
「
、
人
事
院
規
則
一
九
e

〇

（
職
員
の
育
児
休
業
等
）
第
十
二
条
各
号
及
び
第
二
十
四

条
各
号
に
掲
げ
る
場
合
又
は
人
事
院
規
則
二
五
e

〇
（
職

員
の
自
己
啓
発
等
休
業
）
第
十
一
条
各
号
」
に
改
め
る
。

附

則

こ
の
府
令
は
、平
成
十
九
年
八
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

三

一
の
授
業
科
目
に
つ
い
て
、
講
義
、
演
習
、
実

験
、
実
習
又
は
実
技
の
う
ち
二
以
上
の
方
法
の
併

用
に
よ
り
行
う
場
合
に
つ
い
て
は
、
そ
の
組
み
合

わ
せ
に
応
じ
、
前
二
号
に
規
定
す
る
基
準
を
考
慮

し
て
大
学
が
定
め
る
時
間
の
授
業
を
も
つ
て
一
単

位
と
す
る
。

第
二
十
五
条
の
二
中
「
研
究
の
実
施
に
努
め
な
け
れ

ば
な
ら
な
い
」
を
「
研
究
を
実
施
す
る
も
の
と
す
る
」

に
改
め
、
同
条
を
第
二
十
五
条
の
三
と
す
る
。

第
二
十
五
条
の
次
に
次
の
一
条
を
加
え
る
。

（
成
績
評
価
基
準
等
の
明
示
等
）

第
二
十
五
条
の
二

大
学
は
、
学
生
に
対
し
て
、
授
業

の
方
法
及
び
内
容
並
び
に
一
年
間
の
授
業
の
計
画
を

あ
ら
か
じ
め
明
示
す
る
も
の
と
す
る
。

２

大
学
は
、
学
修
の
成
果
に
係
る
評
価
及
び
卒
業
の

認
定
に
当
た
つ
て
は
、
客
観
性
及
び
厳
格
性
を
確
保

す
る
た
め
、
学
生
に
対
し
て
そ
の
基
準
を
あ
ら
か
じ

め
明
示
す
る
と
と
も
に
、
当
該
基
準
に
し
た
が
つ
て

適
切
に
行
う
も
の
と
す
る
。

第
三
十
条
第
一
項
中
「
第
三
十
一
条
」
を
「
第
三
十

一
条
第
一
項
」
に
改
め
る
。

〇
総
務
省
令
第
八
十
四
号

地
方
財
政
再
建
促
進
特
別
措
置
法
施
行
令
（
昭
和
三
十

年
政
令
第
三
百
三
十
三
号
）
第
十
二
条
の
三
第
七
号
の
規

定
に
基
づ
き
、
地
方
財
政
再
建
促
進
特
別
措
置
法
施
行
規

則
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令
を
次
の
よ
う
に
定
め
る
。

平
成
十
九
年
七
月
三
十
一
日総

務
大
臣

菅

義
偉

地
方
財
政
再
建
促
進
特
別
措
置
法
施
行
規
則
の
一

部
を
改
正
す
る
省
令

地
方
財
政
再
建
促
進
特
別
措
置
法
施
行
規
則
（
昭
和
三

十
年
総
理
府
令
第
六
十
六
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改

正
す
る
。

第
十
条
の
三
中
「
独
立
行
政
法
人
宇
宙
航
空
研
究
開
発

機
構
」
の
下
に
「
、
独
立
行
政
法
人
国
立
病
院
機
構
」
を

加
え
る
。附

則

こ
の
省
令
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。

（
前
の
ペ
ー
ジ
よ
り
続
き
）

〇
畑
作
物
基
準
共
済
掛
金
率
等
を
定
め
る
等

の
件
の
一
部
を
改
正
す
る
件

（
同
一
〇
〇
二
）

J
I

〇
信
号
符
字
を
点
附
し
た
件

（
国
土
交
通
九
八
〇
）

〇
信
号
符
字
を
取
り
消
し
た
件（
同
九
八
一
）

〇
船
舶
国
籍
証
書
は
無
効
と
な
っ
た
件

（
同
九
八
二
）

J
J

〇
船
舶
国
籍
証
書
を
無
効
と
し
た
件

（
同
九
八
三
）

〇
不
動
産
特
定
共
同
事
業
法
施
行
規
則
第
十

七
条
第
一
項
第
三
号
の
規
定
に
基
づ
く
登

録
証
明
事
業
の
登
録
を
し
た
件

（
同
九
八
四
）

〇
平
成
十
六
年
国
土
交
通
省
告
示
第
七
百
七

十
二
号
の
一
部
を
改
正
す
る
件

（
同
九
八
五
）

〔
人
事
異
動
〕

内
閣

財
務
省

国
土
交
通
省

J
J

〔
皇
室
事
項
〕

J
J

〔
官
庁
報
告
〕

労

働

中
央
労
働
委
員
会
の
地
方
調
整
委
員
の
候
補

者
の
推
薦
に
つ
い
て
（
厚
生
労
働
省
）

J
J

〔
公

告
〕

諸
事
項

官
庁外

国
為
替
及
び
外
国
貿
易
法
第
五
十
五
条

の
三
第
三
項
に
規
定
す
る
届
出
者
に
関
す

る
事
項
、
外
国
為
替
及
び
外
国
貿
易
法
第

五
十
五
条
の
三
第
六
項
に
規
定
す
る
届
出

事
項
の
変
更
、
経
済
上
の
連
携
の
強
化
に

関
す
る
日
本
国
と
メ
キ
シ
コ
合
衆
国
と
の

間
の
協
定
附
属
書
一
の
日
本
国
の
表
に
お

い
て
関
税
の
譲
許
が
一
定
の
額
を
限
度
の

基
準
と
し
て
定
め
ら
れ
て
い
る
物
品
の
輸

入
額
、
泉
州
東
部
区
域
農
用
地
整
備
事
業

に
お
け
る
三
ヶ
山
換
地
区
の
換
地
処
分
、

基
本
測
量
関
係
事
項
関
係

J
K

裁
判
所

相
続
、
公
示
催
告
、
失
踪
、
除
権
決
定
、

破
産
、
免
責
、
特
別
清
算
、
会
社
更
生
、

再
生
関
係

J
L

地
方
公
共
団
体

公
債
償
還
（
東
京
都
区
）
関
係

K
P

会
社
そ
の
他

会
社
決
算
公
告

L
I

〇
文
部
科
学
省
令
第
二
十
二
号

学
校
教
育
法
（
昭
和
二
十
二
年
法
律
第
二
十
六
号
）
第

三
条
の
規
定
に
基
づ
き
、
大
学
設
置
基
準
等
の
一
部
を
改

正
す
る
省
令
を
次
の
よ
う
に
定
め
る
。

平
成
十
九
年
七
月
三
十
一
日

文
部
科
学
大
臣

伊
吹

文
明

大
学
設
置
基
準
等
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

（
大
学
設
置
基
準
の
一
部
改
正
）

第
一
条

大
学
設
置
基
準
（
昭
和
三
十
一
年
文
部
省
令
第

二
十
八
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

目
次
中
「
第
二
条
の
二
」
を「
第
二
条
の
三
」に
、「
第

四
十
条
の
三
」
を
「
第
四
十
条
の
四
」
に
改
め
る
。

第
二
条
の
二
を
第
二
条
の
三
と
し
、
第
二
条
の
次
に

次
の
一
条
を
加
え
る
。

（
教
育
研
究
上
の
目
的
の
公
表
等
）

第
二
条
の
二

大
学
は
、
学
部
、
学
科
又
は
課
程
ご
と

に
、
人
材
の
養
成
に
関
す
る
目
的
そ
の
他
の
教
育
研

究
上
の
目
的
を
学
則
等
に
定
め
、
公
表
す
る
も
の
と

す
る
。

第
七
条
に
次
の
一
項
を
加
え
る
。

４

大
学
は
、
二
以
上
の
校
地
に
お
い
て
教
育
を
行
う

場
合
に
お
い
て
は
、
そ
れ
ぞ
れ
の
校
地
ご
と
に
必
要

な
教
員
を
置
く
も
の
と
す
る
。
な
お
、
そ
れ
ぞ
れ
の

校
地
に
は
、
当
該
校
地
に
お
け
る
教
育
に
支
障
の
な

い
よ
う
、
原
則
と
し
て
専
任
の
教
授
又
は
准
教
授
を

少
な
く
と
も
一
人
以
上
置
く
も
の
と
す
る
。た
だ
し
、

そ
の
校
地
が
隣
接
し
て
い
る
場
合
は
、
こ
の
限
り
で

な
い
。

第
十
九
条
第
一
項
中
「
授
業
科
目
を
」
の
下
に
「
自

ら
」
を
加
え
る
。

第
二
十
一
条
第
二
項
に
次
の
一
号
を
加
え
る
。
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